
2025 年度予算案について 
会計委員会 

 
1． 予算案として二つの数字を提示した。1 案は、各支部や委員会から出された予算要

求をそのまま積み上げたもの。そうすると、単年度で 800 万ほどの超過となる。こ
れは、一つは物価の上昇、それに伴ってこれまで講師料、アルバイト料などをあげ
てきたこと、支部や委員会の積極的な活動計画、などによる。 

2． そこで、①支部の要求書を精査し、特に計算間違いや要求の根拠が間違っているも
のを計算しなおした。約半数の支部に「修正」を施した。②各委員会に節約できな
いか検討を依頼した。その結果、研修委員会、職能職域委員会、広報委員会などか
ら協力を得られた。③なおも節約できる点はないか精査した。④加えて、今後の取
り組みの拡大に備えて増額した点もある(検査器具の購入予算)。その結果、支出超
過は 200 万に圧縮された。それが 2 案である。 

※ 予算通りの会員数、研修会参加者があるとしての計算である。 
3． それでも、単年度赤字は残っているので、より節約できないか、この理事会でご意

見をお願いしたい。 
4． それとは別に、2025 年度に「災害支援基金」を 500 万積み立てる。これは、「固

定資産」扱いの「積立金」を取り崩す形で、目的のはっきりした基金としておくも
のである。これは、今後積み増し、少なくとも 3000 万程度は確保したい。同時
に、この執行に当たっての「規程」を策定する。 
※「固定資産(現在は流動資産扱いになっているが、24 年度末より固定資産扱いと
して処理する)」としての積立金は、24 年末現在で 6400 万ほどあり、そのうち
500 万を「災害支援基金」として積むことにする。なお、「積立金」は一般社団法
人の通例として、1 年間の運営指揮何に匹敵する額を積んで置くことが望ましいと
されている。本会の場合は現行では 7000 万ほど有ることが望ましいので、理想的
にはこれももう少し積み上げたい。そのためには単年度⿊字を実現することが必要
である。 

5． 加えて、実際の執行に当たっては、節約できる点についてはより節約していただき
たい。 
① 全国研修会で参加者数が多くないものについては、配信を自前で出来ないか。 
② 支部研修会で参加者数が多くないものについては、参加申込みや参加費の徴収

を支部で行えないか。 
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③ 会員を増やすことと、研修会の参加者を増やすことを追求する。特に、研修会
参加者は目標を決め、参加者を増やす広報活動の強化を図る。 

④ 支部研修会の参加費を 500 円から 1000 円に増額できないか(そういう検討が
出来ないか) 

⑤ 特に参加者が遠⽅から参集している会議については、可能ならオンライン開催
に出来ないか。 

⑥ その他、⼠会全体に関わって積極的な活動は保障しつつも、節約できる点を見
つけて節約していただきたい。 

6．「積立金」等については、リスクヘッジを図ることを検討する。 
7．支部・委員会会計説明会を開催する。希望を取ると見事にバラバラなので、相対的
に人数が多い 5 ⽉下旬から 6 ⽉上旬に開催するとともに、4 ⽉当初には⽂書での説明
を提示することとする。(4 ⽉ 1 ⽇より 25 年度の支出は可能である) 
 ① 支部会計の「費目」分けについて、(現行の大項目だけでいいか、以前のような
大項目と中項目を合わせた処理が良いか)意見を聞き、対応する。 
 ② 委員会ごとの執行状況を提示表示できるようにする。(希望の委員会) 
 ③ 書類の書き⽅等についても、再度説明したい。 
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参考値（単位：円）

備　考差　異(対象1案)2024年度予算額2025年度予算2案2025年度予算額1案科　　　　目
2024年度
4-12月実績

2023年度決算額
2023年度
1-3月実績

2023年度
4-12月実績

Ⅰ  事業活動収支の部
１．事業活動収入

35,950,000120,00036,070,00036,475,0003,050,00037,250,00040,300,00040,300,000会費収入
35,880,000120,00036,000,00036,350,0003,000,000 10,000円×4,000名37,000,00040,000,00040,000,000正会員

70,000070,000115,0000 5,000円×50名250,000250,000250,000準会員
00010,00050,000 5,000円×10団体050,00050,000賛助会員

18,549,0001,498,50020,047,50021,357,682△ 1,563,50027,275,00026,482,72525,711,500事業収入
17,117,0001,098,00018,215,00018,588,900△ 1,660,00025,285,00024,396,22523,625,000資格更新研修会
8,592,5001,098,0009,690,5006,610,500△ 4,880,00013,200,0008,791,2258,320,000全国研修会
8,524,50008,524,50011,978,4003,220,000 第21回全国大会12,085,00015,605,00015,305,000全国大会

000665,000600,000 3研究会0600,000600,000テーマ別研修会
1,432,000400,5001,832,5002,103,782△ 483,5001,970,0001,486,5001,486,500支部
1,342,000399,5001,741,5002,103,400△ 515,0001,960,0001,445,0001,445,000支部主催資格更新研修会参加費

0003821,500 利率変更に伴い増額01,5001,500受取利息
90,0001,00091,000030,00010,00040,00040,000雑収益

0000△ 20,00020,00000広告費
110,20468110,272131,97489,90010,100100,000100,000雑収入

2046827211,97414,900 利率変更に伴い増額10015,00015,000受取利息
110,0000110,000120,00075,000 過去実績を考慮して増額　ｶﾞｲﾀﾞﾝｽｶｳﾝｾﾀｰ申請料10,00085,00085,000その他

029,754,00029,754,0000△ 90,000 外部(機構など)から寄付金入金がある場合に計上90,00000受取寄付金収入
54,609,20431,372,56885,981,77257,964,6561,486,40064,625,10066,882,72566,111,500事業活動収入計

２．事業活動支出
29,025,71611,467,24640,492,96232,387,59111,246,24545,475,00050,180,21256,721,245事業費支出
15,951,6733,680,07719,631,75021,369,4143,926,00023,085,00023,915,42527,011,000資格更新研修会関係費支出
7,836,5153,680,07711,516,5927,873,394706,000 研修会経費と申込み手数料、配信等委託費11,000,0008,310,42511,706,000全国研修会
8,115,15808,115,15813,496,0203,220,000 第21回全国大会12,085,00015,605,00015,305,000全国大会

00032,3180 3研究会300,000300,000300,000テーマ別研修会関係費支出
8,306,6266,149,72514,456,3519,215,4565,100,245 支部からの請求額と研修会申込手数料等15,000,00018,014,78720,100,245支部活動費支出
3,727,828440,0004,167,8281,629,1411,188,000 実践研究誌第20巻1-2号4,430,0005,618,0005,618,000実践研究誌関係費支出
1,039,5891,193,1242,232,713141,262△ 418,000 リーフ・ポスター2,500,0001,382,0002,082,000広報関係費支出

0000620,000 会員状況調査10,000160,000630,000調査関係費支出
0000150,000 官庁等との連携旅費等50,00010,000200,000渉外関係費支出
04,3204,3200680,000 災害支援調査等100,000780,000780,000災害対策関係費支出

13,133,6955,215,47018,349,16516,657,752474,79217,336,20018,320,99217,810,992管理費支出
884,9550884,955959,431184,000 社員日当を含む954,0001,138,0001,138,000社員総会会議費
669,950560,8171,230,76783,850△ 138,000 理事日当を含む842,000704,000704,000理事会会議費
399,178249,410648,588197,472△ 324,000 委員会委員の日当を含む967,000643,000643,000委員会会議費
21,870021,870244,46888,000 理事会・執行部・委員会会議費にZOOM代を含む122,000210,000210,000執行部会議費
30,562030,562070,00030,000100,000100,000執行部行動費

937,9920937,992937,992△ 375,208 支部役員日当を含む1,871,2001,495,9921,495,992支部会議費
0000△ 10,00010,00000人件費
000428,790230,000 トランクルーム19,910円×12ヶ月分10,000240,000240,000事務所関係費
0004200010,0000旅費交通費

211,805327,740539,545145,537△ 150,000 1-3月で初回請求送料約30万円600,000450,000450,000通信運搬費
60,2474,73764,9840△ 200,000 検査器具等200,000500,0000備品費
1,88101,8810△ 90,000100,00010,00010,000消耗品費

0000010,00010,00010,000印刷製本費
0 SC推進協・JDDネットなど 16,320192,640208,960172,185210,000210,000210,000他団体関係費

80,000 消費税 000600080,00080,000租税公課
570,000 会費クレジット決済手数料を考慮して増額 135,69985,946221,645842,649230,000800,000800,000支払手数料
600,000 国際文献事務委託 9,607,7123,794,18013,401,89212,633,60011,000,00011,600,00011,600,000委託費

△ 70,000170,000100,000100,000専門士業関係費 税理士報酬(消費税申告)・司法書士報酬(役員変更登記) 155,5240155,5240
00010,75810,00010,00020,00020,000雑費
023,30023,30064,10070,000 都民税均等割070,00070,000その他の事業活動支出
0000△ 723,900723,900311,5210予備費支出

42,159,41116,706,01658,865,42749,109,44311,067,13763,535,10068,882,72574,602,237事業活動支出計
12,449,79314,666,55227,116,3458,855,213△ 9,580,7371,090,000△ 2,000,000△ 8,490,737事業活動収支差額

Ⅱ  投資活動収支の部
１．投資活動収入

000013,490,737 積立金の取崩し(500万円+赤字補填)07,000,00013,490,737積立金取崩収入
000013,490,73707,000,00013,490,737投資活動収入計

２．投資活動支出
00000000積立金取得支出
00005,000,000 新規積立て05,000,0005,000,000災害支援基金取得支出
0133,452133,45200000固定資産取得支出
0133,452133,45205,000,00005,000,0005,000,000投資活動支出計
0△ 133,452△ 133,45208,490,73702,000,0008,490,737投資活動収支差額

Ⅲ  財務活動収支の部
１．財務活動収入

00000000財務活動収入計
２．財務活動支出

00000000財務活動支出計
00000000財務活動収支差額

12,449,79314,533,10026,982,8938,855,213△ 1,090,0001,090,00000当期収支差額
28,543,38840,993,18128,543,38855,526,2811,090,00055,526,28156,616,28156,616,281前期繰越収支差額
40,993,18155,526,28155,526,28164,381,494056,616,28156,616,28156,616,281次期繰越収支差額
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収支計算書

  2024年 4月 1日から2025年 3月31日まで

一般社団法人　日本臨床発達心理士会
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